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学ぶ岐阜大学
教育 Education

■　教育推進・学生支援機構

［ 体 制 図 ］

教育推進・学生支援機構
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入試改善の検討，広報活動及び高大接
続に関する事業の実施

教養教育に関するカリキュラム編成 ･
授業編成・成績評価 ･ 教材開発並びに
教養教育の充実向上のための調査 ･ 研
究に関する事業の実施

新入生ガイダンス，初年次教育，自習
相談等の学修支援及び TA・SA 等教育
サポートスタッフの育成に関する事業
の実施

キャンパスライフ支援，課外活動支援
及び障害学生支援に関する事業の実施

地域大学間単位互換授業，共同プログ
ラム，地域課題解決提案事業等の地域
教育連携に関する事業の実施

教職科目の授業支援，教育実習 ･ 教職実
践演習支援，教員採用等就職支援及び教
員教育連携推進に関する事業の実施

学生のキャリア形成支援，イノベーショ
ン創出若手人材養成プログラム , 就職支
援及び自主活動支援に関する事業の実施

イングリッシュ・センター
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・入学試験専門委員会

教学企画室
・教学 IR 作業部会
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　機構には，機構長の諮問に応じて助言又は提言を行う
とともに，教育効果の評価分析及び全学ＦＤの企画運
営にあたる組織として「教学企画室」が置かれている。
　また，企画立案および計画実施のため，７部門（学生
受入部門，教養教育推進部門，学修支援部門，学生生
活支援部門，地域教育連携部門，教職課程支援部門，
キャリア支援部門）の業務実施組織が置かれている。平
成30年度からは，全学共通教育における英語教育の充
実のため，イングリッシュ・センターが置かれている。
　本機構の主な業務は，次のとおり。

① 全学的教育の推進及び改善に関すること。

② 教養教育の企画及び実施に関すること。

③ 学生の受け入れ，学修支援，学生生活支援，キャ
リア支援等の企画及び実施に関すること。

④ 地域教育連携の企画及び実施に関すること。

⑤ 教職課程支援及び教員教育連携の推進に関すること。

⑥ 教育効果の評価及び分析に関すること。

⑦ その他教育機構の目的を達成するために必要なこと。

岐阜大学では，「学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）」「教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）」，そして「入

学者受入の方針（アドミッション・ポリシー）」の3つの方針を大学全体として策定するとともに，大学として全教育活動を通して

身につけさせたい能力として「基盤的能力」を示し，学部等の「専門的能力」と合わせて養成することを目指している。

学生の主体的な学修を促すため，①学生の入学から卒業･修了までの一貫した修学支援・学生生活支援体制を強化すること。

②3つの方針に沿った学部・研究科の実践を絶えず確認し，よりよいシステムとしていくこと。そして，③各学部の潜在的な教

育力を引出し，大学全体としての教育力を高めること。これらの目標を実現するためには，全学の教育活動を俯瞰しつつ，企画

立案し，各学部・研究科の教育活動の改善を推進するとともに，学生自身の学びを支援するしくみが必要になる。

教育推進・学生支援機構（以下，機構）は，機構と学部・研究科，学生スタッフが相互に「対話と協働」を展開しながら，先

にあげた目標を実現していくことを大きな特徴としている。学内の様 な々部局からスタッフが集い，平成25年12月にスタートした。

対 話
と

協 働

学生スタッフ

機構学部・
研究科

学
ぶ
岐
阜
大
学

機構／学部のマトリクス型組織
学部における専門教育と機構が責任をもつ基盤教育を融合する構造

個別最適の成果を全体最適へ還流
学部等が蓄積してきた実績を，全体最適の観点から大学全体へ適用

組織文化の変化を伴うガバナンス改革
対話と協働を活用した合意形成と改革の浸透

整備された教育環境
統合されたワンキャンパスは，日常的に対話と協働ができる場所

■　特色ある教育改革の取り組み

文部科学省は，大学改革の取組が一層推進されるよう，競争的環境の下で，各大学の特色・個性ある優れた取組を選定，支援している。
岐阜大学は，各種プログラムに積極的に応募し，採択されている。

地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC+）
年　度 プログラム名 事業協働機関

平成27〜31年度
岐阜でステップ×岐阜にプラス
地域志向産業リーダーの協働育成

岐阜大学，中部学院大学，中部大学，日本福祉大学，名古屋学院大学，岐阜県，

（一社）岐阜県経営者協会，（株）十六銀行，（株）大垣共立銀行，（株）マイナビ

本事業は，大学が地方公共団体や企業等と協働して，学生にとって魅力ある就職先の創出をするとともに，その地域が求める人材を養成するために
必要な教育カリキュラムの改革を断行する大学の取組を支援することで，地方創生の中心となる「ひと」の地方への集積を目的としている。

岐阜大学は地域にとけこむ大学を目指して，現行COC事業では，自らの専門性を生かして地域の課題解決に取り組み，地域のリーダーとして活躍で
きる地域志向人材の育成を進めている。一方，岐阜県の人口は流出超過で特に20歳代で職業上の理由から愛知県に転出するケースが最も多く，県内
企業の魅力を理解し，地域に定着して地域産業の活性化に貢献できる人材の育成が求められている。

そこで，岐阜をフィールドに自治体や企業等と協働し産業界との関わりを強化して，岐阜大学がインターンシップを核とした3ステップ（①聞く・
見る②挑戦する③活躍する）の教育プログラムを実施し，岐阜県内の大学に加えて愛知県の現行COC事業採択大学とも連携した共通の教育プログラ
ムとすることで産業界ニーズにより適合した人材を育成すること，及び産官学共同研究を通した事業拡大等による雇用創出を促進することで，地元就
職とUターン就職を推進し，地方創生に貢献する。


